
No. 一般財団法人クリーンいわて事業団

Ⅰ　法人の概要

１　基本情報 令和７年７月１日現在

常勤役員の状況 名 名 名
千円 才 　※令和６年度実績

常勤職員の状況 名 名 名
千円 才 　※令和６年度実績

２　県施策推進における法人の役割《所管部局記載》

1

2

３　公的サービスを提供する事業主体としての適切性《所管部局記載》

(1)　他の民間団体等との代替性及び役割分担について

(2)　県直営との比較（機動性・効率性・専門性等の法人の長所、強み）について

４　連携・協働のあり方《所管部局記載》

平均年収　※ 5,344 平均年齢　※ 45.2

1
平均年収　※ 6,367 平均年齢　※

　産業廃棄物の処理は排出者責任を原則とし、随時搬入される多種多様な産業廃棄物をその性状に応じて適正に処分するため
に、専門的知識を有する職員を育成・配置しながら社会的要請、経済動向で変化する処理需要に機動的かつ適切に対応するとと
もに、施設の安定した維持管理を講じていく必要がありますが、県直営ではこのような経営が困難です。

　本法人は、公共関与による「いわてクリーンセンター」の運営と、その後継となる「次期産業廃棄物最終処分場」の整備を進
めており、県民の生活環境の保全と公衆衛生の向上に寄与しています。
　県は、これらの施設を活用して産業廃棄物等の適正処理及び自県内処理を推進するとともに、本法人が展開する事業につい
て、連携・協働を強化し、法人の長所、強みを発揮することにより、効果的な施策推進を目指します。

【次期最終処分場整備事業】「いわてクリーンセンター」の後継となる次期最終処分場の着実な整備による産業廃棄物の適
正処理体制を継続し、自県内処理に寄与

　民間による管理型最終処分場の設置は地域住民の理解や協力が得られない場合が多いため、公共の信用力に基づく整備が必要
です。また、現在、管理型最終処分場である「いわてクリーンセンター」の県内シェアは９割強を占め、民間による代替施設が
ない状況です。なお、本法人は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、環境大臣から廃棄物の処理を適正かつ確実に行
うことができる者として「廃棄物処理センター」に指定されていますが、その事業主体は、廃棄物の適正処理等の確保に資する
ことを目的として設立された地方公共団体出資等法人とされています。

【廃棄物処理事業】管理型最終処分場「いわてクリーンセンター」における産業廃棄物の受入れによる自県内処理及び適正
処理の推進並びに産業廃棄物処理に対する県民の信頼感の醸成

3,300,000 円

うち県OB

合計 1 うち県現職 うち県OB

0
62.0

合計 12 うち県派遣 6

32.4%

 設立目的

 設立の根拠法令 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
　代表者
　職・氏名

理事長

佐々木　健司

 設立年月日
（公益法人への移行年
月日、統合等があった
場合、その年月日、相
手団体の名称等）

平成3年11月11日
 事務所の所在地

〒023-1101

（平成24年４月１日一般財団法人に
移行）

奥州市江刺岩谷堂字大沢田113

 電話番号 0197-35-6700

 ＨＰアドレス https://www.iwatecln.or.jp/

 法人の名称 一般財団法人クリーンいわて事業団
　所管部局
　室・課等

環境生活部

資源循環推進課

産業廃棄物の適正な処理その他廃棄物に関する各種事業を行うことにより、県民の生活環境の保全と公衆
衛生の向上に寄与することを目的とする。

 事業内容

(1)　産業廃棄物の処理に関する事業
(2)　市町村の委託を受けての一般廃棄物の処理に関する事業
(3)　産業廃棄物の適正処理技術の研究指導に関する事業
(4)　廃棄物の減量化及びリサイクルの推進・普及に関する事業
(5)　施設周辺の自然環境保全及び希少動植物の保護に関する事業
(6)　その他この法人の目的を達成するために必要な事業

 資(基)本金等 10,200,000 円
 うち県の出資等
 ・割合

８
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Ⅱ　経営目標の達成状況

１　事業目標

1

①

2

①

事業目標

事業目標

課
題

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》

　物価上昇に伴う建設資材の高騰や工事現場の施工上の課題に対応するため、工事費が29億円の増額で190億円に、工期が１年の延期で
令和８年度下半期となる見込みであるため、令和６年度実績額が80億円（42％）となったもの。
　現在稼働中のいわてクリーンセンター（奥州市）から次期最終処分場に、円滑に引継ぐことが必要。

　設備稼働率の低下や修繕費等の経費の増加につながる突発的な不具合の発生を防止するため、日々の業務の中で予防保全的な点検・整
備を実施することが必要
課題は下記のとおり
①維持管理委託業者との連携強化、②職員の現場管理能力向上、③ベテランから若手職員へのノウハウの継承・蓄積

次期最終処分場整備事業の進捗状況
１．工事進捗率（総事業費190億円
に対する各年度出来高の割合）

工事進捗率45%（出来高86億円） 42%（80億円） 70%（133億円） 100%（190億円）

《令和８年度》

取
組
内
容

廃棄物の適正処理
（埋立基準・排水基準の遵守）

基準適合率100％ 100% 基準適合率100％基準適合率100％

・関係法令や作業標準書に基づく職員研修や特定従事者訓練の実施（年1回以上）
・処理施設の日常点検（監視、計測、測定）のほか、特別点検により不具合箇所の早期発見･補修（年２回）
・搬入廃棄物の抜取検査(年12検体)及び排水等の環境測定(毎月)
・周辺３地区地元自治会を対象とした意見交換会の開催による情報提供・コミュニケーションの推進

《令和８年度》

取
組
内
容

課
題

主な施工状況
①土木施設工事（敷地造成工、防災調整池工、付替河川工）
②浸出水処理水放流管の敷設工事
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Ⅱ　経営目標の達成状況

２　経営改善目標

1

①

2

①

②

経営改善目標

経営改善目標

課
題

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》

目標値《令和６年度》 実績 《令和７年度》

特になし
（令和６年度で完了）

２回以上

県との意見交換の実施回数２回以上 ７回 ２回以上 ２回以上

《令和８年度》

取
組
内
容

現処分場の適切な資金管理
（維持管理積立金の積立）
１．27億円（満期）に対する積立率

積立率100%（27億円） 100% － －

 維持管理積立金2.5億円の積立（令和６年度で完了）

《令和８年度》

取
組
内
容

課
題

①調整力発揮研修、初めてのOJT研修
②県資源循環推進課との意見交換会への出席、県幹部との協議への同席等

・ベテランから若手職員へのノウハウの継承・蓄積
・業務の全体調整や企画立案能力を有する職員の育成
・管理職候補者の育成

県との総合調整を担える職員の育成
による事業団の自立
１．外部研修の受講回数
２．県との意見交換の実施回数

外部研修の受講回数２回以上 ２回 ２回以上
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Ⅲ　役職員の状況

１　役員（令和７年７月１日現在） (単位：人)

※役員には監事を含む。

２(1)　職員（令和７年７月１日現在） (単位：人)

管理職

一般職

小計

管理職

一般職

小計

人 人 人

※管理職：課長職相当以上とする。役員兼務の者は、役員・職員の両方に計上し、職員数には「(役員兼務)」欄で表示する。

※プロパー：法人直接雇用の常勤無期職員。

※その他：プロパー、県派遣、県OB以外で、他団体派遣職員や法人直接雇用の有期職員等。

２(2)　職員の年齢構成（令和７年７月１日現在） (単位：人)

常勤 管理職

プロパー

県派遣

県OB

その他

一般職

プロパー

県派遣

県OB

その他

計

法人説明欄
〔役職員数の状況について〕

〔県の関与の状況について〕

〔職員の年齢構成について〕

11 1常勤 1 1 1

5

2 5

1

県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

令和５年度 令和６年度 令和７年度

県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

県OB その他 県現職
(特別職)

県現職
(一般職)

県OB その他県OB その他

その他

1

プロパー 県派遣

1 5

　計 8 1 2 5

7 1 1 5 7非常勤 7 1 1

令和５年度 令和６年度 令和７年度

8 1 2 5 8

(役員兼務)

2 1 1

県OB その他

2 1 1

プロパー 県派遣 県OB その他

1 12

プロパー 県派遣 県OB

5

11 5 6 13 7

6 5 10 59 4 5 11

非常勤

6 12 6 6

常勤

(役員兼務)

7 7 7

7 7 7

77 7

7 7 7

6 6 7

　　　「県派遣」のうち、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律第６条第２項に基づき県が給与支給する者の数

令和５年度 6 令和６年度 6 令和７年度

20 7 6 7 19　計 18 5 6 7

6

2

1 1

1 1

19歳以下 20-29 30-39 40-49 50-60 61歳以上 計

1 4 2 2 1 10

11

5

2 1 2 5

1 2 1 1

121 4 3 3 1

退職職員の不補充のため、プロパー職員が１名減員となった。

法人運営や次期最終処分場整備を円滑に進めるため県から６名派遣されている。

全体の年齢構成としては、比較的バランスが取れている。
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Ⅳ　財務の状況 【社団・財団】

(単位：千円)

資産

流動資産

うち現預金

うち有価証券

固定資産

基本財産

うち投資有価証券

特定資産

うち投資有価証券

その他固定資産

うち投資有価証券

負債

流動負債

うち有利子負債

固定負債

うち有利子負債

正味財産

指定正味財産

一般正味財産

経常収益

経常費用

事業費

うち人件費

うち支払利息

管理費

うち人件費

評価損益等増減額

　当期経常増減額

経常外収益

経常外費用

　当期経常外増減額

法人税、住民税及び事業税

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

正味財産期末残高

長期貸付金残高

短期貸付金実績（運転資金）

短期貸付金実績（事業資金）

損失補償（残高）

補助金（運営費）

補助金（事業費）

委託料（指定管理料除く）

指定管理料

その他

自己資本比率（％）

流動比率（％）

有利子負債依存度（％）

管理費率（％）

人件費比率（％）

独立採算度（％）

総資本当期経常増減率（％）

財務評価

※財務評価は、フローチャートに従いAからDによる評価をし、点数化したものである。

法人説明欄
〔貸借対照表・正味財産増減計算書について〕

〔県の財政的関与について〕

〔財務指標・財務評価について〕

▲ 0.0 =管理費/経常費用×100

5.9 7.8 8.9

増減(令６-令５)

B B B A(100.0)、B(70.0)、C(40.0)、D(20.0)

・次期最終処分場整備に係る建設仮勘定及び国交付金等の増により、固定資産及び正味財産が増加している。
・国交付金等に係る消費税額の調整及び維持管理積立金の積立等により、当期経常増減額はマイナスとなっている。

次期最終処分場整備費用に係る資金借入及び補助金の交付を受けている。

財
務
指
標

=(経常・経常外収益-補助金【運営費】)/(経常・経常外費用)×100

▲ 3.1 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 0.1 =当期経常増減額/正味財産期末残高×100

0.8 0.9 0.9

1.1 =人件費/経常費用×100

令和４年度 令和５年度 令和６年度

2,745,326 2,850,140 2,890,307 40,167

2,196,096 2,268,412 1,733,292 ▲ 535,120

区分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 増減(令６-令５)

貸
借
対
照
表

11,415,061 13,546,250 16,511,226 2,964,976

0 0 0 0

6,387,044 7,488,151 8,810,301 1,322,150

0 0 0 0

8,669,735 10,696,110 13,620,919 2,924,809

10,200 10,200 10,200 0

0 0 0 0

2,670,711 2,856,332 3,074,101 217,769

0 0

6,081,578 6,615,321 6,796,749 181,428

3,451,780 3,760,213 3,706,774 ▲ 53,439

305,466 872,830 2,013,552 1,140,722

10,395 33,849 53,439 19,590

3,311,792 3,126,395 3,017,373 ▲ 109,022

令和４年度 令和５年度 令和６年度 増減(令６-令５)

5,028,017 6,058,099 7,700,925 1,642,826

1,716,225 2,931,704 4,683,552 1,751,848

6,730 13,637 17,854 4,217

9,333 8,592 8,689 97

963,825 987,790 23,965

63,881 70,185 83,103 12,918

1,172,483

▲ 157,071 ▲ 30,949 ▲ 48,626 ▲ 17,677

4,875 3,350 1,774 ▲ 1,576

6,018 5,374 5,643 269

0 0 0 0

233,029 15,545 56,123 40,578

▲ 394,003 ▲ 185,397 ▲ 109,022 76,375

8,778 142,253 6,047 ▲ 136,206

▲ 3,903 ▲ 138,903 ▲ 4,273 134,630

県
の
財
政
的
関
与

3,833,006 4,154,693 4,103,016 ▲ 51,677

865,905 1,215,479 1,751,848 536,369

5,028,017 6,058,099 7,700,925 1,642,826

正
味
財
産
増
減
計
算
書

1,024,745 941,468 947,853 6,385

1,181,816 972,417 996,479 24,062

0 0

公共関与型産業廃棄物最終処分場施設整備貸付金

0 0 0 0

令和４年度 令和５年度 令和６年度 増減(令６-令５) 内容

0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

411,536 437,121 658,115 220,994 公共関与型産業廃棄物最終処分場施設整備補助金

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

令和５年度 令和６年度 増減(令６-令５)

=流動資産/流動負債×100

30.3 28.0 22.8 ▲ 5.2 =有利子負債/総資産×100

44.0 44.7 46.6 1.9 =正味財産/総資産×100

898.7 326.5 143.5 ▲ 183.0

・次期最終処分場整備に係る借入が４月となったこと及び工事費等未払金(流動負債)の増により、流動比率が減少した。
・次期最終処分場整備に係る借入が４月となったため、有利子負債依存度が減少した。
・固定資産除却損が減少したことから経常外費用も減少し、独立採算度は増加した。

0 0

5,988,824 7,829,578 10,536,618 2,707,040

86.5 84.8 94.7 10.0

令和４年度
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Ⅴ　法人及び所管部局の評価

１　県施策と法人との連携・協働
(1)　県施策の推進について

(2)　民間団体との代替性及び役割分担について

２　自律的マネジメントの促進
(1)　組織マネジメントの確立について

(2)　リスク管理体制の強化について

３　健全経営の維持・確保
(1)　経営改善について

(2)　県の人的・財政的関与について

※財政的関与は、貸付金・損失補償・補助金（運営費）を受けている場合に記載。

４　情報公開の推進について　※開示状況は別表参照

人的関与について、県の施策への貢献、処分場建設工事の適切な実施のため職員派遣を行っている。また、派遣職員は、県の施策である
循環型社会の推進に係る業務に従事しており、派遣法第６条第２項に該当するものとして県が人件費を支給することとしている。財政的
関与について、次期処分場の整備は、県の施策である循環型社会の形成に不可欠であり、公益上の必要性の高い事業であることから関係
部局と調整の上、貸付を行っている。

ホームページを開設し、施設概要、利用案内、事業概要等の情報提供を行っている。また、産業廃棄物についての解説や環境測定結果の
ほか、入札情報や県の支援状況等についても随時追加し充実を図っている。

産業廃棄物処理モデル施設として、インターネットサイトにより、各種情報の公開を行っているほか、住民説明会を開催し、積極的に情
報公開を行っていると認められる。

中期経営計画等を踏まえ、必要最小限の規模の組織で柔軟な対応を行っており、組織体制は十分に整備されている。人材育成や能力開発
については、各種研修の機会を捉えて各職員が積極的に研修会等を受講している。

関係法令や「環境マネジメントシステム」の遵守による経営を基本としており、マニュアル、職場内研修等によるコンプライアンスの周
知のほか公認会計士や社会保険労務士による財務や労務管理に係る指導を受けており、リスクマネジメントが確保された状況になってい
る。

リスクマネジメントについては、対応マニュアルや管理体制が整備されており、訓練も実施されている。コンプライアンス対策について
は、職場内研修等の実施により徹底されていると認められる。

現施設については廃棄物受入期間中に整備資金借入金を完済し、埋立終了後における水処理施設等の維持管理に係る資金を確保してお
り、廃止に至るまで適切な運営が図られる見通しである。現在整備中の次期最終処分場については建設費が増嵩していることから、建設
費の削減及び受入廃棄物量の確保などに取り組んでいる。

廃棄物受入期間中において整備資金借入金を完済し、埋立終了後における水処理施設等の維持管理積立金は前倒しで確保したことによ
り、現施設において廃止に至るまで適切な運営が図られる見通しである。
また、後継となる次期最終処分場については八幡平市に建設中であり、建設費用の削減及び収入増に向けた廃棄物の受入量確保等の取組
を進めており、経営改善計画が適切に履行されるよう指導している。

当法人が運営する「いわてクリーンセンター」は、県内で不足している処理施設の部門を補い、処理困難な廃棄物の最終的な受け皿とし
て必要不可欠な施設となっており、産業廃棄物の自県内処理の推進、処理体制の確立により適正処理の推進及び不法投棄の防止を図るこ
とにより県民の生活環境の保全、公衆衛生の向上及び公共関与による管理運営を通じた廃棄物処理への信頼感の醸成に寄与している。

管理型最終処分場の県内シェアの９割強を占め、災害時にあっても県内で適切な廃棄物処理を推進するために安定した運営が求められて
いる。また、産業界からの法人に対する社会的要請は強いものであり、県の施策に十分に貢献している。

当法人は、産業廃棄物処理のモデル施設として、民間誘導の役割を担ってきているが、管理型最終処分場については民間企業による整備
がいまだ困難な状況にあり、管理型産業廃棄物については新たに最終処分場を整備し、廃棄物処理事業を継続していくこととしている。

産業廃棄物の処理は排出者責任を原則としているが、民間の管理型最終処分場だけでは不足するため、公共関与施設により補完している
現状である。また、産業廃棄物処理に対する県民の信頼醸成と適正処理の一層の推進を図るため、公共関与による施設整備が必要になっ
ている。

当法人の長期経営計画に沿って適正な人員体制や年齢構成を図るため職員採用活動を行っている。また、年度当初の事業計画において各
職員ごとの研修計画を作成し、実務研修等を受講することにより事務・技術能力が向上するなど人材育成が図られている。
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Ⅵ　統括部署（総務部）の総合評価

１　取り組むべきこと（指摘事項）

２　過去の指摘事項に対する取組状況
【令和５年度指摘事項】

指摘事項
1

1

2

【令和６年度指摘事項】
指摘事項

1

1

取組実績・効果・進捗状況 達成時期

法
人

実施済

実施済

取組中

取組中

法
人

　今回、法人に対して指摘した項目について、
指導監督の責務を担う所管部局として、見直し
の検討の段階から検討結果に応じた計画の変更
まで積極的に関与する必要があります。

　法人に対して県から職員の派遣を継続して
行っています。県施策推進上、法人と県との連
携・協働は重要であり、その観点から県職員の
派遣自体が否定されるものではありません。県
の関与については、その適正性が常に確保され
ることが必要であり、関係法令の趣旨に則っ
て、県の関与の必要性及び妥当性（関与の手
法、程度、期間等）を、毎年度、十分検討した
上で県職員の派遣を行う必要があります。

所
管
部
局

法
人

所
管
部
局

取組状況

所
管
部
局

取組状況

取組中

１　当期一般正味財産増減額は▲109,022千円と赤字ですが、次期最終処分場整備に伴う国の交付金等の増加により正味財産期末残高は
増加しています。処分場の建設に伴い有利子負債が多額になっていることから、収支計画を適切に管理し、安定的な法人経営に取り組む
必要があります。
２　現行の中期経営計画が令和８年度に最終年度を迎えることから、次期計画の策定に向けて、社会情勢の変化を踏まえた中長期的な課
題を明らかにしたうえで、検討を行っていく必要があります。

１　今回、法人に対して指摘した項目について、指導監督の責務を担う所管部局として、法人の経営改善に向けた取組に積極的に関与す
る必要があります。
２　法人に対して県職員６名を派遣しており、県の関与については適正性が常に確保されることが必要であることから、県の関与の必要
性及び妥当性を十分検討した上で職員派遣を行う必要があります。

　令和５年３月に策定した令和５年度から令和
８年度を計画期間とする中期経営計画につい
て、令和５年５月の新型コロナウイルス感染症
の感染症法上の５類への移行を受けて、ポスト
コロナの観点から令和６年度以降の経営目標及
び事業目標の目標値及び収支計画等の見直しの
検討を進め、検討結果に応じた計画に変更する
必要があります。
　なお、計画の見直しにあたっては、策定時か
ら現在までの状況の変化などを踏まえ、改めて
課題を整理した上で、検討を十分に行う必要が
あります。

　コロナ後による産業活動の活性化に伴い、廃棄物受入
量の増加を期待したところであるが、生産活動の持ち直
しの動きは足踏み状態、住宅建設や公共工事は前年度を
下回っている他、リサイクルの進展も影響し、廃棄物の
受入量は横ばいである。
　次期最終処分場整備資金に係る借入金の償還や将来的
な事業収支を踏まえ、長期収支計画の見直しを実施し
た。

R6.3
達成時期取組実績・効果・進捗状況

　令和６年３月の長期収支計画の見直しに際して、適切
に助言及び指導を行った。

　県の施策が適正に推進できるよう、引き続き職員派遣
の必要性等を検討し、適切に対応していく。また、県と
の総合調整等を担える職員の育成による当事業団の自立
を推進していく。

R6.3

R9.3予定

　令和５年度は、経営改善目標の達成率は100％
となった一方で、財務状況は、当期一般正味財
産増減額は▲185,397千円と赤字が継続している
ため、目標達成による経営改善の効果が見えな
い状況にあることから、目標の見直しの検討と
赤字縮小又は黒字化に取り組む必要がありま
す。

　令和７年度内に中期経営計画の見直しを行い、適切な
経営改善目標を設定したうえで、当期一般正味財産の赤
字縮小及び黒字化に取り組む。

　中期経営計画の見直しに際して、適切に助言及び指導
を行う。

　今回、法人に対して指摘した項目について、
指導監督の責務を担う所管部局として、経営改
善に向けた取組に積極的に関与する必要があり
ます。

R8.3

R8.3
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